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船舶事故調査報告書 

 

                              令和８年５月２７日 

                      運輸安全委員会（海事専門部会）議決 

                         委   員  伊 藤 裕 康（部会長） 

                         委   員  上 野 道 雄 

                         委   員  高 橋 明 子 

 

事故種類 火災 

発生日時 令和５年１２月２３日 ０１時３０分頃（日本時間） 

発生場所 パプアニューギニア独立国ポートモレスビー南南東方沖（南太平洋メ

ラネシア）約１２２.２海里（Ｍ）付近 

（概位 南緯１１°２４.０′ 東経１４７°５９.０′） 

事故の概要  漁船第一一八欣
きん

栄
えい

丸は、航行中、上甲板船尾の倉庫から火災が発生

した。 

 第一一八欣栄丸は、上甲板船尾の倉庫等に焼損を生じた。 

事故調査の経過  令和５年１２月２６日、本事故の調査を担当する主管調査官（横浜

事務所）ほか１人の地方事故調査官を指名した。 

 原因関係者から意見聴取を行った。 

事実情報 

 船種船名、総トン数 

 船舶番号、船舶所有者等 

 Ｌ×Ｂ×Ｄ、船質 

 機関、出力、進水等 

 

漁船 第一一八欣栄丸、４８９トン 

１３７２０５、幸洋水産株式会社（Ａ社） 

５８.９７ｍ×９.００ｍ×３.９０ｍ、鋼 

ディーゼル機関、船内機、７３６kＷ、平成１６年２月４日、使用

燃料Ａ重油 

 乗組員等に関する情報 船長 ５６歳 

 四級海技士（航海） 

  免 許 年 月 日 平成２年３月２９日 

  免 許 証 交 付 日 令和２年１月２１日 

  免状有効期間満了日 令和７年４月１３日 

機関長 ７３歳 

 四級海技士（機関）（機関限定） 

 免 許 年 月 日 平成２年５月２５日 

 免 状 交 付 年 月 日 令和元年１２月１１日 

  免状有効期間満了日 令和７年５月２４日 

 死傷者等 なし 

 損傷 上甲板船尾の機関部倉庫及び舵機室等に焼損 

 気象・海象 気象：天気 晴れ、風向 西、風力 ３、視界 良好 

海象：波高 約１ｍ 

 事故の経過 本船は、船長及び機関長ほか２３人（日本国籍４人、インドネシア
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共和国籍１９人）が乗り組み、令和５年１２月２０日１６時１０分頃

（日本時間、以下同じ。）パプアニューギニア独立国ラバウル港を出

航し、ポートモレスビー南南東方沖の漁場に向かった。（写真１、２

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

本船は、２３日０１時３０分頃当直中の機関員１人が機関室等を巡

回中、船尾に乾物庫として設置され、機関室内にスペースがないため

機関部が備品等を収めていた倉庫（以下「本件倉庫」という。）から

黒煙が出ているのを認め、出所を調査したところ、天井に設置した白

熱電球器具付近から火花が出ていることを確認し、直ちに機関監視室

に戻って機関長室の呼出しベルを鳴らした。（図１、２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関長は、呼出しを受け、機関監視室に赴いて火災発生の報告を聞

き、０１時３５分頃機関室の持運び式粉末（ＡＢＣ型）消火器（以下

「消火器」という。）２本を携行し、本件倉庫に駆けつけて本件倉庫

入口から中を見たところ、煙が充満して立ち入ることができず、火元

を確認できないまま炎が倉庫内に広がったので、倉庫入口から消火器

写真１ 船首 写真２ 船尾 

図１ 一般配置図 船体（Ａ社提供） 

図２ 一般配置図 上甲板（Ａ社提供） 

舵機室  本件倉庫 

 本件倉庫 

舵機室 
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を使用して消火活動を開始したものの、火勢は収まらなかった。 

機関長は、次いで船長に本事故の発生を報告するとともに乗組員総

員に火災発生を知らせた。 

船長は、報告を受けてすぐに操舵室に赴き、当直中の漁労長に火災

の発生を知らせて主機を停止し、同室の消火器１本を携行して本件倉

庫に駆けつけ、他の乗組員と共に消火作業に当たったものの、火勢は

一向に収まらなかった。 

機関長は、０２時００分頃、機関室のビルジ・消防兼雑用水ポンプ

を始動させ、船長らと共に本件倉庫入口から消火ホースを使用して消

火作業に当たった。 

漁労長は、衛星電話でＡ社に本事故の発生を報告するとともに海上

保安庁への通報を依頼した。 

機関長は、０８時００分頃、消火に使用されていた海水が機関室の

配電盤に降り掛かり漏電を生じるおそれがあったことから、船内電源

を喪失させた状態にして消火活動を一時中断した。 

漁労長は、漁場へ向け航行中のＡ社所属の僚船に国際ＶＨＦ無線電

話で本事故の発生を連絡するとともに救助を依頼した。 

本船は、来援した僚船から電源の供給を受けて乗組員が消火活動を

再開し、煙が充満する中、消火作業を進め、１５時００分頃火災を鎮

火させることができた。（写真３～６参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

     写真３ 本件倉庫左舷船首側          写真４ 本件倉庫左舷側 

      

写真５ 本件倉庫左舷船尾側               写真６ 焼損した操舵装置 

 

舵機室入口 
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*1 「アース検定器」とは、電路及び電気機器が船体との間で接触、接地した状態を検知し、同検定器にあるランプ

が消灯することで異状を表示する装置をいう。 

本船は、主機の運転は可能であったものの、本件倉庫の船首側に隣

接した舵機室内が焼損して操舵装置が使用できなくなったこともあ

り、自力航行ができなくなった。２５日Ａ社が手配したタグボートに

えい
．．

航され、ポートモレスビー経由で修理のために静岡県静岡市の造

船所に向かい、令和６年２月６日到着した。 

（付図１ 事故発生場所概略図 参照） 

 その他の事項 

 

(1) 火災探知装置等に関する情報 

本船は、火災探知装置が設置されていなかった。 

(2) 船内の電気設備に関する情報 

   ① 機関長は、令和５年１０月本船に乗船した後、ふだんから機

関監視室の配電盤面にあるアース検定器*1（接地検定器）のラン

プで電路及び電気機器の絶縁状態の点検を行い、これまでに異

状を認めなかった。 

  ② 本船の電路及び電気機器の絶縁抵抗値の測定は、定期検査及

び中間検査の際に電気修理業者に依頼して行っており、これま

で異状がなく船舶検査には合格していた。 

    前回の絶縁抵抗値の測定は令和４年６月であり、‘電気機器及

び回路のチェックシート’には、船内電路の数箇所において絶

縁抵抗値が低下する傾向が記録されていた。 

(3) アース検定器での点検及び電気修理業者による絶縁抵抗値の測

定に関する情報 

① アース検定器での点検は、同検定器にあるランプが消灯する

ことで漏電等の異状の有無を早期に検知できるもの。 

② 電気修理業者による絶縁抵抗値の測定は、船内の電路及び電

気機器が経年劣化して絶縁抵抗値が低下する状態にあるか確認

するもの。 

分析 

 乗組員等の関与 

 船体・機関等の関与 

 気象・海象等の関与 

 判明した事項の解析 

 

あり 

あり 

なし 

(1) 本船は、漁場に向けて航行中、機関室等を巡回中の機関員が、

本件倉庫から黒煙が出ており、本件倉庫の天井に設置した白熱電

球器具付近から火花が出ているのを認めていることから、同白熱

電球器具付近から出火し、本件倉庫及び舵機室に延焼したものと

考えられる。 

(2) 本船は、令和４年６月に実施された絶縁抵抗値の測定におい

て、船内電路の数箇所に絶縁抵抗値が低下する傾向が記録されて

いることから、白熱電球器具又はその周囲の電気配線の被覆が経
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年劣化して短絡が生じたか、過電流が流れて火花が発生した可能

性があると考えられる。 

(3) 本船は、次のことから、船内電路等の絶縁抵抗値が低下する傾

向がある中で運航されていたものと考えられる。 

① 機関長は、ふだんアース検定器で電路等の絶縁状態の点検を

行っていたが、これまでに同検定器で異状が確認されていな 

かった。 

② 本船は、定期検査の際、電気修理業者によって絶縁抵抗値の

測定が行われていたものの、本船側で測定値の確認をしておら

ず、これまで船舶検査には合格していた。 

(4) 前記(1)～(3)のことから、本件倉庫の天井に設置した白熱電球

器具又はその周囲の電気配線の被覆で短絡を生じて火花が発生し

た可能性があると考えられるが、明確な物的情報を得られず、出

火に至った状況を明らかにすることはできなかった。 

原因  本事故は、本船が漁場に向けて航行中、本件倉庫から出火し、舵機

室に延焼したことにより発生したものと考えられる。 

再発防止策  今後の同種事故等の再発防止及び被害軽減に役立つ事項として、次

のことが考えられる。 

・船舶所有者は、船舶検査等において、定期的に船内の電路及び電

気機器の絶縁抵抗値の測定を行い、絶縁抵抗値の低下に注意する

こと。また、同測定を外部業者に委託する場合には、乗組員が絶

縁抵抗値の測定結果を確認するよう指導すること。 

・船舶所有者は、前記の絶縁抵抗値の測定結果を踏まえ、絶縁抵抗

値が低下する傾向の電路及び電気機器を交換すること。 

・船舶所有者は、火災が発生するおそれがある区画には可能な限り

火災探知装置を設置することが望ましい。 
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付図１ 事故発生場所概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オーストラリア連邦 

日本 

パプアニューギニア独立国 

ポートモレスビー 

ラバウル港 

事故発生場所 

（令和５年１２月２３日 

０１時３０分頃発生） 

 

メラネシア 

● 

● 


